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次世代活躍推進特別委員会行政視察概要  

 

 

 

１  視察月日   令和８年８月 19日（水）～８月 20日（木）  

 

２  視察先及び視察事項  

（１）愛媛県松山市  

   まちづくり提案制度（次世代育成支援事業）について  

（２）ＦＣ今治高等学校里山校（愛媛県今治市）  

   ＦＣ今治高等学校里山校の取組について  

    

３  視 察 委 員 

  副 委 員 長  黒  川    勝  

    同     増  永  純  女  

  委   員  川  口    広  

    同     山  下  正  人  
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視察概要  

１  視察先  

  愛媛県松山市  

 

２  視察月日  

  ８月 19日（水）  

 

３  対応者  

市民生活部まちづくり推進課長   （挨拶・説明）  

  ＭＡＲＳ 24代表（愛媛大学学生）  （説明）  

 

４  視察内容  

（１）まちづくり提案制度（次世代育成支援事業）について  

ア  制度の創設経緯と目的  

 まちづくり提案制度は、若年層の町内会や各種地域団体への加入  

率低下と、地域活動の担い手の高齢化が課題となる中、早い年代か  

ら地域課題を自分ごととして捉える機会を提供し、将来の地域活動  

の担い手を育てることを目的に、平成 28年度に創設された。  

イ  市民活動推進基金を活用した補助体系  

 本制度は、松山市市民活動推進条例に基づき設置された市民活動  

推進基金を活用している。同基金は、市民や市内企業からの寄附金  

と同額の市費を積み立てるマッチングギフト方式により運営されて  

おり、全４種の支援メニューの一つとして、本制度が位置づけられ  

ている。  

ウ  事業スキーム  

  本制度の申請に当たっては、松山市のＮＰО登録（登録団体数は

約 2 1 5団体）が前提条件とされている。なお、小中高生は団体の代

表者となることができないため、 18歳以上の責任者を置く必要があ

る。事業は、４月から５月にかけて申請を受け付け、まつやまＮＰ

Оサポートセンターによる事前伴走支援（申請書のブラッシュアッ

プ等）を経て、７月に公開プレゼンテーション形式の審査会を実施

し、採択団体を決定する。補助金は前払いで全額交付され、８月か

ら翌年２月まで事業を実施した後、４月に成果報告会を開催し、未

使用額を返還する仕組みとなっている。  

エ  審査基準と学生審査員制度  
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  審査は、発想・健全性（若者ならではの視点や成長）、公益性（不  

特定多数への還元）、効果、計画性（スケジュール・予算・人材）、  

連携性（他団体との協働）、支援の妥当性（団体の成長可能性）の  

６項目について行われる。また、過去に採択を受けた団体のメンバ  

ーが学生審査員として参加しており、採点権は持たないものの、当  

事者の視点からの意見やコメントを述べることで、審査への若者視  

点の反映と、学生自身の学びの機会の確保を両立している。  

オ  令和７年度からの制度改定と応募増に向けた改革  

  令和６年度の申請件数が過去最低の４件（補助総額 30万円）にと  

どまったことから、新任担当者が強い危機感を持ち、学生等の当事  

者から意見を聴取しながら制度の見直しを主導した。具体的には、  

補助金の交付回数の上限を１回から３回へ拡充するとともに、各区  

分の補助上限額を一律５万円引き上げた。あわせて、登録者約 10万  

人の松山市公式ＬＩＮＥによる情報発信、市内各支所へのチラシの  

配架、まつやまＮＰОサポートセンターによる若年層に関連がある  

ＮＰОへの働きかけ、愛媛大学における全学メール配信など、広報・ 

周知の強化を図った。その結果、申請団体数は令和７年度に過去最  

多となる 17団体となり、令和８年度には 18団体へとさらに増加した。 

カ  採択事業の事例紹介（ＭＡＲＳ 24）  

  ＭＡＲＳ 24は、松山市沖に位置する興居島の特産品である興居島  

レモンの認知度向上と交流人口の拡大を目的として活動している。

主な活動内容は、広報事業（市内 20か所への広報誌 1200部の配布及

びＳＮＳによる情報発信）、商品開発・販売事業（オリジナルレモ

ンケーキ及びスコーンの開発、市駅前マルシェへの初出店（ 2 0 0個

完売）、名古屋への出荷（ 3 0 0個））、食育事業（興居島小学校に

おける座学、収穫体験及び調理実習等の特別授業）の３事業である。

同団体からは、本制度の補助金により、若者が失敗を恐れずに挑戦

できる環境が整い、挑戦したいという思いを実際の地域活動へと結

び付けることができた。また、単発的な取組にとどまらず、地域住

民と学生との継続的なつながりが生まれる契機となったとのことで

あった。今後は、商品ラインナップの拡充や市外への販路拡大を進

めるとともに、商品販売による自主財源の確保や、引継ぎ資料の整

備による団体活動の継続性の向上を目指している。  

キ  今後の検討事項  

本制度の運営上の課題として、上記ＭＡＲＳ 24の採択事例におい  
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ては、補助対象期間が８月から翌年２月までに限られていることか  

ら、興居島レモンの旬である４月などの時期に活動を実施できない  

点や、１万円を超える備品購入（製菓機器等）、団体メンバーに係  

る飲食費が補助対象外とされている点への対応が課題として挙げら  

れている。  

また、本制度による支援は３回まで受けることができ、その後は  

立ち上がり支援事業へ移行することが可能であるものの、さら  

にその先の自走化や継続的な活動を支援する仕組みが十分に整備さ  

れていないことも課題とされている。  

さらに、申請件数の増加に伴う採択基準の見直しとして、採択最  

低点の引上げを検討しているほか、同一事業の形骸的な申請を防止  

するため、申請様式に前年度の課題や改善点の記載を求めることや  

マイナス評価項目の導入なども検討されている。あわせて、経済産  

業部門等との連携による産業振興施策との連動など、庁内横断的な  

取組の推進も今後の検討事項として挙げられている。  

ク  質疑概要  

Ｑ  令和６年度の申請低迷（４件）から大幅増（ 18件）に転換した

背景について、課題を強く認識し施策を主導したのは誰か。また

各支所の活用や、学生審査員の役割の広がりはどう評価している

か。  

Ａ  令和６年度に着任した担当職員が危機感を持ち、当事者である

学生（主にＭＡＲＳ 24のメンバー）の声を直接聞きながら制度改

革を主導した。市内全域の各支所へのチラシ配架や公式ＬＩＮＥ

の活用、愛媛大学との学内メール連携が非常に奏功した。学生審

査員は採点権こそないものの、審査会での建設的なコメントや次

世代目線での助言が応募団体のモチベーション向上や審査の透明

性確保につながっており、重要性が高まっている。  

Ｑ  採択団体の継続性や自走のハードルについて伺いたい。補助金

の交付回数の上限（３回）終了後に、一過性で終わらずに自走・

レベルアップした事例はあるか。また学校経由の応募が単なる学

校予算の補填になってしまう懸念はないか。  

Ａ  本制度による補助金の交付終了後は立ち上がり支援事業へステ

ップアップする仕組みを用意しているが、完全に学生だけで自走

する団体を育てるハードルは高いのが実情である。学校現場主導

の応募については、教員が責任者となる場合でも、あくまで児童
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生徒・学生自らが主体となって企画・実践するプロセスを要件化・

審査しており、単なる学校備品や定例予算の補填にならないよう

精査している。  

Ｑ   ＭＡＲＳ 24代表は、国内繊維産業の衰退を見てきた原体験や地

域への思いから、なぜ興居島に関わる団体を立ち上げたのか。ま

た、補助金が切れる３年目以降、どのように活動を継続・自走さ

せていくのか。  

Ａ  地元・岡山で地場産業の衰退を目の当たりにし、地域課題に対

して行動できない自分を変えたいという思いがあった。松山で興

居島と縁ができた際、素晴らしい地域資源であるレモンがありな

がら、知られていない現状を変えたいと団体を立ち上げた。補助

金が切れる今後は、レモンケーキ等の商品販売を通じた自己資金

の獲得をし、補助金依存からの脱却を進めるとともに、引き継ぎ

マニュアルを作成して後輩へ活動を継承し、商業化に偏りすぎな

い地域密着の活動として定例化させていきたい。  

（２）委員所見  

松山市のまちづくり提案制度（次世代育成支援事業）は、町内会や

地域団体の担い手不足・高齢化という大都市共通の課題に対し、次世

代を単なる支援対象ではなく、地域づくりの主体として捉え直した極

めて示唆に富む取組である。  

特に注目すべきは、令和６年度の申請件数の低迷という課題に対し、

現場の行政担当者が強い当事者意識を持ち、学生当事者と直接対話し

ながら、補助回数・金額の拡充、公式ＬＩＮＥ・大学メールを活用し

た広報、まつやまＮＰОサポートセンターによる手厚い事前伴走支援

へとスピーディに制度改善を図った点である。学生審査員の導入や、

失敗を恐れず、まずやってみることを後押しする前払い交付スキーム

など、若者の挑戦への心理的・資金的ハードルを下げる工夫は、横浜

市でも大いに導入を検討すべきである。   

一方で、補助終了後の自走支援、活動期間の柔軟性、備品購入制限、

商業・産業振興部署との横断的連携など、若者が地域活動から次のス

テップである自走や起業等へ進むための支援体系には一層の工夫の余

地があることも確認できた。  

横浜市においては、令和９年３月に開幕する横浜グリーンエクスポ

を控えており、こうした大イベントを契機とし、次世代を担うこども・

若者が自ら企画し地域課題に関わる経験を積み重ねる環境づくりを整
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備することが急務である。都市間連携の可能性も含め、本市の次世代

が社会参画し、自己有用感を育める具体的な支援制度の構築に本視察

の成果を生かすことが大切である。  
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（松山市議会にて）  

 
（会議室にて説明聴取）  
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視察概要  

１  視察先  

  ＦＣ今治高等学校里山校（愛媛県今治市）  

 

２  視察月日  

  ８月 20日（木）  

 

３  対応者  

入試広報部長  （挨拶・説明）  

 

４  視察内容  

（１）ＦＣ今治高等学校里山校の取組について  

ア  ＦＣ今治高等学校設立の経緯  

 元サッカー日本代表監督の岡田武史氏（現・学園長）が 2014年よ  

り今治市で推進してきた今治里山スタジアムを中心とする地域密着  

型コミュニティづくりを背景に、少子化や定員割れにより経営危機  

にあった学校法人今治明徳学園（旧明徳校分校）の再建及び新校立  

ち上げの要請を受けて開校した。学校運営には、鈴木寛氏（元文部  

科学副大臣）、田坂広志氏（多摩大学大学院名誉教授）、青野慶久  

氏（サイボウズ株式会社代表取締役社長）、工藤勇一氏（元千代田  

区立麹町中学校校長）など、多様な有識者や実業家が参画している。  

イ  教育理念  

 「命をつなぐために生きることの本質を問い、実践する」を教育  

理念に掲げ、予測不能な時代において、地球規模の危機や社会の変  

化に立ち向かい、自ら行動を起こすことのできる人材の育成を目指  

している。  

  ウ  生徒構成  

    在籍生徒の構成は１期生 34名、２期生 85名、３期生 83名と推移し

ており、全校生徒数は約 1 9 0名である。全国 34都道府県から生徒が

集まっており、東京・神奈川などの関東圏からも 40名以上が在籍し

ている。また、学力試験を課さない入試方法を実施しており、成績

上位層から不登校や起立性調節障害の経験者、フリースクール出身

者まで、多様な背景を持つ生徒が在籍している。  

  エ  教育システム及び地域連携カリキュラムについて  

    本校では、午前と午後の二部構造による教育課程を採用している。
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午前は個別最適な学びと協働的な学びを重視した一般教科学習を展

開し、定期テストは実施せず、オンライン教材を活用した自学自習

や対話型・プレゼン型の授業で興味のきっかけづくりを行う。午後

は探究ゼミ、野外体験、年約 50名の著名人・実業家（トヨタ自動車・

豊田章男会長等）による特別講義など、実践・実学のカリキュラム

を実施している。  

  オ  独自プログラムと探究学習  

   「ヒューマン・ディベロップメント・プログラム（ＨＤＰ）」と

して、１年次の四国歩き遍路（チームビルディングとお接待体験）、

２年次の妙高高原雪山体験（雪洞でのソロキャンプによる内省）、

３年次の海外フィールドワーク（南アフリカ、ラオス等）を実施し

ている。また、週６時間の里山未来創造探究ゼミでは、スタジアム

イベント企画、地元柑橘を使った飲食開発、宿泊施設立ち上げ、地

元酒造との協働など、行政や地元企業と連携したマイプロジェクト

を社会実装している。さらにスタンフォード大学とのオンラインに

よる課題解決型異文化プログラムは市内公立高校生にも開放されて

いる。  

  カ  生活環境の段階的移行  

    １・２年次は新設の学生寮で共同生活を送り、３年次は原則とし

て寮を出て、地域内での一人暮らしやシェアハウス、住民宅への同

居など、自立した地域生活へ段階的に移行する。  

キ  質疑概要  

Ｑ  多様な背景を持つ生徒の受け入れ状況や、卒業後の進路決定の

状況について伺いたい。  

Ａ  不登校や起立性調節障害の経験者も一定数在籍しているが、通

信制と異なり毎日登校して対話・受講することを卒業要件として

いる。進路については、１期生の多くが総合型選抜等を活用して

連携協定校（立命館大学、武蔵野大学アントレプレナーシップ学

部等）への進学を希望している。中にはシャッター商店街に拠点

を立ち上げ、起業や事業承継のために大学を１年休学し、将来的

に今治市長を目指す生徒も現れている。転学・進路変更について

も、対話を通じて自分の本当にやりたいことを見つけ前向きに選

択した結果として捉え、教員側も後押ししている。  

Ｑ  教員（コーチ）に求められるスタンスや、生成ＡＩ等の先端技

術の活用方針はどのようなものか。  
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Ａ  教員が裁判官にならない、大人が先に答えを出さないことを徹

底し、トラブル時も対話を通じて生徒自身に考えさせる。また「エ

ラー＆ラーン（失敗から学ぶ）」を合言葉に、大人自身も挑戦し

続ける姿勢を持ち、職員間でも定期的に対話セッションを行って

いる。生成ＡＩについては一律の禁止はせず、思考や資料作成の

インプットの補助として日常的に活用させ、最終的なアウトプッ

トは自分自身の言葉で行うよう指導している。  

Ｑ  今治市行政や地元地域コミュニティとの共助関係はどのように

構築されているか。  

Ａ  今治市長が全校生徒の顔を覚えるほど行政との距離が近く、市

から高校生への政策提案・課題解決の要請も増えている。スタジ

アムでのボランティアや地域のお祭り、週末マルシェ等への参加

を通じて多世代交流が日常化し、地域全体で生徒を見守り育てる

共助のコミュニティが定着しつつある。  

（２）委員所見  

ＦＣ今治高等学校里山校の取組は、人口減少や学校の経営危機とい

う地方課題を逆手に取り、民間・スポーツ・地域資源を統合して次世

代の生きる力を育む先駆的な教育モデルである。例えば、一律のペー

パーテストを排し、「午前：個別最適な学び」「午後：社会実装型の

探究学習」へと大胆に再構築した。教員が指導者ではなく、伴走者・

コーチに徹し、大人が先回りして失敗を防ぐのではなく、意図的な試

行錯誤を促す姿勢は、既存の一斉画一的な公教育に馴染めない子供た

ちも含め、自己肯定感と主体的な行動力を大きく伸ばす要因となって

いる。  

さらに、３年次の地域居住や市内企業・行政との協働プロジェクト

に見られるように、学校の枠組みを越えて地域全体を学びのフィール

ドとすることで、生徒の成長と地域の活性化・関係人口創出が同時に

達成されている。横浜市においても、不登校児童生徒の増加や学びの

多様化、探究学習の質向上が喫緊の課題となっている。里山校の実践

に見られる多様な個性を包摂する伴走型指導、地域資源や企業を巻き

込んだ実践的な探究教育、そして失敗を恐れず挑戦できる環境づくり

は、公教育の改革やフリースクール・多様な学びの場への支援施策を

推進する上で、極めて多くの示唆を与えるものである。  
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（ＦＣ今治高等学校里山校）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（教室にて説明聴取）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


